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埼玉県は人口減少が進むと予想されており、人口
減少が進むと、地域経済における生産・消費を支える
活力が失われていくこととなる。人口の変動要因には
死亡数と出生数の差による自然増減と、転出者数と
転入者数の差による社会増減がある。人口減少への
対応は、自然増を増やすことが基礎となるが、併せて
社会増を増やす取り組みも求められる。それには埼
玉県の魅力を高めていくことで、埼玉県で暮らしたい
という人を増やしていく必要がある。本稿では、子育
て世代を中心とした人口移動を考察するとともに、埼
玉県の魅力について考えたい。

埼玉県の総人口移動（転出者数と転入者数の合
計）のうち約40%が東京都間での移動であることか
ら、埼玉県の人口動向は東京都の人口移動の影響を
大きく受ける。そこで埼玉県と東京都間の人口移動
をみると、「子育て世代（25～44歳層）とその子供（0
～14歳層）の転入超過」と「若者（15～24歳層）の転
出超過」の２つの特徴がある。

①「暮らしやすさ」を求め、転入する子育て世代
2021年の埼玉県の転入超過数（転入者数-転出
者数）は、30～34歳層（4,182人）が最も多く、次いで

35～39歳層（2,760人）、0～4歳層（2,625人）、25～
29歳層（1,913人）、40～44歳層（1,431人）となって
いる。埼玉県は、子育て世代（25～44歳層）とその子
供（0～14歳層）を中心に転入超過の傾向にある。そ
の傾向はコロナ禍前から見られるが、コロナ禍(2020
年)以降より顕著となっている。
埼玉県は住みたい街(駅)としても、子育て世代から
注目度が高い。株式会社リクルートの調査によると
「住みたい街（駅）ランキング2022（首都圏版）」では、
大宮や浦和等が上位にランクインしている。さらに
「夫婦と子供世
帯」では、3位に
大宮、4位に浦和、
7位にさいたま新
都心、21位に川
越、31位に和光
市、38位に川口
がランクインして
おり、その順位は
全体と比較すると、
大宮の同順位を除いて上昇している。このことからも、
埼玉県は子育て世代からの人気が高いことが窺える。
埼玉県、特にさいたま市は、なぜ子育て世代から選

ばれるのだろうか。「令和3年度さいたま市民意識調
査」における「さいたま市民が今の地域を選んだ理
由」では、理由は大きく２つに分けられる。
１つ目は「生活（交通）の利便性」である。「交通の
便が良いから（31.5%）」、「買い物など生活に便利だ
から(18.3%)」、「都心に近いから（14.3%)」などが
挙げられている。
２つ目は「住環境の良さ」である。「周囲が静かで
落ち着けるから（13 .5%)」、「治安がよいから
（12.0%)」や、「住宅・家賃の価格が適していたから
（25.3%)」など住環境とその価格が挙げられている。
以上から、都心に近く通勤圏内であるなどの「生活

（交通)の利便性」や、自然豊かで長閑な地域も多く、

東京都と比較すると住居費も安価であるなどの「住
環境の良さ」を起因とした「暮らしやすさ」が子育て
世代から選ばれる理由といえる。

②就職を契機に転出する若者
2021年に転出超過を記録しているのは、若者(15

～24歳)のみである。これは進学や就職が理由と考え
られるが、転出超過数は進学が多い15～19歳層より
も、20～24歳層の方が多いため、就職が転出の主な
理由になっていると推測される。
では、東京都内等の企業への就職に伴い転出する
若者は、なぜ県内企業に就職をしないのであろうか。
株式会社マイナビの調査によると、地元就職を希望し
ない理由は、「都会の方が便利だから（41.4%）」が最
も多く、次いで「志望する企業がないから（36.1%）」、
「実家に住みたくない（離れたい）から（33.0%）」の回
答が多い。若者が東京都内等の企業へ就職する理由
は、若者の希望に見合う仕事が多いことに加えて、若
者の好む商業施設、交通網等の充実や地元から離れ
たい、若者の都会への憧れなどの心理的な要因も大
きいことが窺える。

これらのことから、コロナ禍における東京都の人口
移動には、子育て世代とその子供を中心とした転出
超過のトレンドがあり、コロナ禍は新しい生活様式の
普及等による都外への住み替え需要など、新たな人
口移動の要因を生み出したといえるだろう。　
2022年に入ると、緊急事態宣言の解除等の影響

もあり、その転出超過数は減少基調にあり、このトレ
ンドはコロナ禍終息に伴い、ある程度、落ち着いてい
くことが想定されるが、その後も都外への住み替え
需要は、一定数は存在していくと考えられる。

子育て世代とその子供は東京都からどこに転出
しているのだろうか。子供の人口移動から、子供と
その親となる子育て世代の転出先を見ていく。
2021年の東京都からの子供（0～14歳層）の転
出先をみると、転出者数が最も多いのは、神奈川県、
次いで埼玉県、千葉県となっている。この3県への
転出者数の合計は、東京都の子供の転出者数の
約52％を占める。　
また、東京都から3県への子供の各転出者数の
推移はコロナ禍以降、増加している。その要因は、
さいたま市が「交通（生活）の利便性」や「住環境の
良さ」を理由に選ばれているように、東京都に近い
という「交通（生活）の利便性」と新しい生活様式
や子育てを背景に、長閑で落ち着ける環境、部屋の
広さ、安価な住居費等の「住環境の良さ」など、居
住地としての「暮らしやすさ」求めて、3県に転出し

東京都の人口移動は、コロナ禍で変化が見られる。
その変化は埼玉県の人口動向にも影響するため、次
に東京都の人口移動を見てみよう。
東京都の全国からの転入超過数はコロナ禍以降、
大きく減少しており、東京都の人口一極集中が修正
されつつある。転出者数と転入者数に分けて見ると、
転出者数の増加と転入者数の減少が見られる。コロ
ナ禍により東京都への人口移動が抑制されたこと
（転入者数減）と、テレワークなど新しい生活様式の
普及により通勤頻度が少なくなるなどを理由に、都外
への住み替えが増えたこと（転出者数増）の双方が
転入超過数の減少に繋がっていると考えられる。

東京都ではコロナ禍以降、子育て世代となる30～
44歳層が転入超過から転出超過に転じており、転出
超過数は増加している。その子供（0～14歳層）も転
出超過にあり、特に0～4歳層の2021年の転出超過
数はコロナ禍前に比べ、2倍以上に拡大している。　
一方で、若者の転入超過数は減少しているものの、

コロナ禍以降も20～24歳層は5万人程度の転入超
過にあり、15～19歳層の2021年の転入超過数は、
コロナ禍前の水準近くまで回復している。若者の移
動は就職や進学、心理的な要因によることが多いこ
とから、コロナ禍においても転入超過は継続したと考
えられる。

ていることにあると考えられる。

埼玉県は就職や進学を理由に若者が東京都に転
出している一方で、子育て世代から居住地として選
ばれている。そしてコロナ禍以降、東京都からの子育
て世代の転入はより目立つようになり、その移動理由
のひとつは、埼玉県の「暮らしやすさ」である。　
埼玉県が人口減少の課題を乗り越えていくために

は、子育て世代の需要を捉えた暮らしやすい地域づ
くりをしていくことで、今後も継続して子育て世代から
選ばれることが重要である。
近年の子育て世代の特徴は、共働き世帯が増加し

ていることである。共働きの子育て世代にとって課題
となるのが、仕事と子育ての両立である。この両立が
図れないと仕事を辞めざるを得ないなど、経済的にも
暮らしに与える影響が大きい。子育て世代にとっての
暮らしやすさには、働きやすい地域づくりが欠かせな
いと考えられる。
これらを踏まえて、子育て世代が暮らしやすい埼玉
県の実現に向けた施策展開を考えてみたい。
①住環境の整備
子育て世代を呼び込むためには、子育て世代が暮

らしやすい住宅の供給と住環境の形成が必要である。
埼玉県は「子育て応援分譲住宅（マンション）認定
制度」において、間取りや近隣の環境など、子育てに

配慮した戸建分譲住宅団地やマンションの認定を行
うことで、子育てしやすい住環境の形成に取り組んで
いる。既に129棟（戸建分譲住宅団地77棟、マンショ
ン52棟）を認定しており、その情報を埼玉県HPで公
開している。
また子育ての観点からだけでなく、テレワーク等の
普及からも住環境へのニーズは拡大している。テレ
ワークは子育てと仕事の両立への寄与が期待される
が、子供がいる自宅では仕事に集中できる場所の確
保等が困難な場合があるなどの課題もある。これら
の課題を解消するためには、地域のテレワーク施設
の拡充や、その情報発信にも取り組む必要がある。
埼玉県ではテレワークポータルサイトを運営し、テレ
ワーク施設の情報を地域ごとに公開をしている。オ
フィスや自宅だけでなく、家の近所でも働ける環境を
整えることで職住近接が実現し、子育てと仕事の両
立が図れる住環境に繋がる。　
今後は、子育てだけでなくテレワーク等も考慮し、
仕事や子育ての両立が図れる住環境を実現していく
ことで、新しい生活様式の浸透による子育て世代の
住み替え需要を捉えていくことが重要である。
②保育サービスの充実
次に仕事と子育ての両立には、保育サービスの拡
充が重要である。保育サービスの充実度合は仕事の
就業形態や進退に関わる大きな問題となるからだ。
埼玉県の保育所の待機児童数は296人（令和4年4
月1日時点）で、4年連続減少しており解消されつつ
ある。一方で就業形態の多様化から、保育時間など
保育サービスへのニーズは拡大している。今後は保
育サービスの量の拡充とともに、多様なニーズに対
応できるよう質の拡充も求められる。
埼玉県は、地域の保育所における多様な保育

サービスを推進するために、市町村が実施する「延
長保育促進事業」や「一時預かり事業」の経費の
一部を補助している。また市町村では、さいたま市
や川越市、越谷市等で設置している「送迎保育ス

テーション」が注目をされている。これは駅前などに
待機室としての保育室を設置して、そこから専用バ
スで複数の保育所への送迎と、それに伴う保育を
提供する事業である。送迎の負担が軽減されるだ
けでなく、延長保育の役割も担うため、柔軟な働き
方が可能となる。
さらに、子育ては保育所を卒所した後も続く。そこ
で受け皿となるのが、放課後児童クラブである。こ
れは共働き等の家庭の小学生を対象に、労働等で
保護者が放課後や休日など家庭にいない場合に、
家庭に代わる生活の場を提供することで、仕事と子
育ての両立支援を図る施設である。ここでも待機児
童が課題となっている。埼玉県は市町村の施設整
備費の補助等を実施しているものの、令和3年度の
待機児童数は1,230人であり、施設整備は道半ば
の状況である。また一般的に保育所は19時まで開
所（延長保育含む）している施設が多いが、厚生労
働省によると、全国で18時30分以降も開所してい
る放課後児童クラブは全体の約60％に止まってい
る。このように保育所と比較すると拡充が遅れてい
る状況であるため、今後は子供が就学後も円滑に
仕事を続けられるよう放課後児童クラブの拡充が
より一層求められる。
以上のように、保育サービスを拡充していくことで、

自ら希望する働き方で仕事と子育て等の両立が図れ
る社会の実現が、子育て世代にとっての暮らしやす
い地域づくりに繋がると考える。

埼玉県の魅力は暮らしやすさにある。その魅力を
更に深化させていくためには、子育て世代が仕事と
子育て等のワークライフバランスの調和が図れる地
域づくりが求められる。暮らしやすい埼玉県を実現す
ることで、より多くの人に「住むなら埼玉県」と、埼玉
県を居住地に選んでもらうことが、将来予想されてい
る人口減少問題への対応の一助となるのではないだ
ろうか。　　　　　　　　　　　　　  （西嶋　拓）

●売上高
実績ＢＳＩ（増加ー減少）季調済 見通し

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

8

▲5

2
4

2
4

▲5

2

▲24

▲50

109

3 4
10

▲19

7
4

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
10～12
月期

1～3
月期

4～6
月期

7～9
月期

10～12
月期

4～6
月期

4～6
月期

7～9
月期

7～9
月期

10～12
月期

1～3
月期

4～6
月期

1～3
月期

10～12
月期

10～12
月期

1～3
月期

7～9
月期

1～3
月期

2018年

-100
-90
-80
-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10
0
10
20
30
40

●国内景気
実績ＢＳＩ（上昇ー下降） 見通し

構成比（％）

2019年 2020年 （約６カ月後）
先行き1月 4月 7月 10月

2022年
10月 1月 7月 10月

2021年
1月 4月 7月 10月4月

2019年 2020年 （約６カ月後）
先行き1月 4月 7月 10月

2022年
10月 1月 7月 10月

2021年
1月 4月 7月 10月4月

2019年 2020年 （約６カ月後）
先行き1月 4月 7月 10月

2022年
10月 1月 7月 10月

2021年
1月 4月 7月 10月4月

上
昇

下
降

 

変
わ
ら
な
い

実績 先行き

▲88

▲57

▲30

▲64

▲1

▲21
▲25

▲36 ▲34 ▲39

▲19

▲24
▲11

▲78

5

34

62

0 12

88

4
28

68

10

50

40

8

63

29

13

63

24

15

69

16

9 3

59

37

58

34

9

43

48

3

70

27

4

56

40

8

64

27

2
18

80

●自社業況
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アンケート調査

埼玉県内企業経営動向調査
製造業の自社業況が大幅に悪化。仕入価格・諸経費価格の上昇  が影響

国内景気 業界景気 売上高
（現状）
最近（2022年10月）の国内景気に対する見方は、

「上昇」3％、「下降」37％で、ＢＳＩ（「上昇」－「下降」
の企業割合）は▲34と、前回調査（2022年7月）の▲
25から9ポイント低下し、2四半期ぶりの悪化となった。
本調査は、10月上旬に実施したが、コロナ感染拡大は
やや落ち着きつつあったものの、海外金利が上昇する
とともに、急速に円安が進み、海外景気の悪化や物価
上昇を懸念して悪化したとみられる。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲29で前回調査の▲
17から12ポイント、非製造業は▲37で前回調査の▲30
から7ポイントの悪化となり、製造業の悪化が目立った。
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「上昇」9％、「下
降」48％で、ＢＳＩは▲39と、現状の▲34からさらに悪
化している。海外金利の上昇による海外景気の悪化
懸念、物価上昇による消費減速懸念などが影響して
いるものとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲31で現状の▲29から
2ポイント、非製造業は▲43で現状の▲37から6ポイ
ントの悪化となり、非製造業の悪化が目立っている。

（現状）
最近の自社業界の景気に対する見方は、「上昇」
7％、「下降」29％で、ＢＳＩは▲22となり、前回調査
（2022年7月）の▲17から5ポイント低下し、2四半期
ぶりの悪化となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲23で前回調査の
▲6から17ポイントの悪化、非製造業は▲21で前回
調査の▲23から2ポイントの改善と、製造業の悪化が
目立った。非製造業では「卸売」が前回調査比＋19、
「サービス」が同＋7となるなど、大幅に改善した業種
もみられたが、製造業では、ほぼ全ての業種でＢＳＩが
悪化した。製造業では、仕入価格や諸経費価格の上
昇による影響を強く受けたとみられる。
（先行き）
先行きについては「上昇」7％､「下降」37％で、ＢＳＩ

は▲30と、現状の▲22から8ポイントの悪化となった。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲24で現状の▲23から
1ポイント、非製造業は▲33で現状の▲21から12ポイ
ントの悪化となり、非製造業での悪化が目立っている。

自社業況
（現状）
最近の自社の業況に対する見方は、「良い」21％、

「悪い」14％で、ＢＳＩ（「良い」－「悪い」の企業割合）
は＋7となり、前回調査（2022年7月）の＋16から9ポ
イント低下し、2四半期ぶりの悪化となった。悪化とは
なったものの、自社業況のＢＳＩは7四半期連続でプラ
スで推移しており、「良い」とするところの方が多い。
業種別にみると、製造業はＢＳＩが0で前回調査の＋
22から22ポイント、非製造業は＋10で前回調査の＋
13から3ポイントの悪化と、製造業の悪化が目立った。
非製造業では大きく改善する業種もみられたが、製造
業では、ほぼ全ての業種でＢＳＩが悪化した。製造業で
は、仕入価格や諸経費価格の上昇による影響を強く
受けたとみられる。
（先行き）
先行きについては「良い」15％､「悪い」17％で、ＢＳ

Ｉは▲2と、現状から9ポイントの悪化となっている。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋2で現状の0から2ポイン

トの改善、非製造業は▲4で現状の＋10から14ポイント
の悪化となり、非製造業での悪化が目立っている。非製
造業では、仕入価格や諸経費価格の上昇について、製
造業に比べてタイムラグを想定しているとみられる。

（現状）
2022年7～9月期の売上高は、季調済ＢＳＩ（「増加」

－「減少」の企業割合、季節調整済）が＋8となり、前
回調査対象期間（2022年4～6月期）の＋4から4ポイ
ントの改善となった。売上高のＢＳＩは、9四半期連続で
プラス圏で推移しており、売上高の回復が続いている。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋7で前回調査の＋
18から11ポイントの悪化、非製造業は＋8で前回調査
の▲1から9ポイントの改善となり、方向感が分かれた。
製造業・非製造業とも個別の業種間ではばらつきがみ
られ、改善・悪化が混在した。ＢＳＩが前回比改善してプ
ラスになった業種の方が、ＢＳＩが前回比悪化してマイ
ナスになった業種よりも多くなっている。
（先行き）
先行きについては、2022年10～12月期のＢＳＩが▲
5とマイナスに転じ、2023年1～3月期は＋2と再びプ
ラスに転じる。
業種別では、製造業が2022年7～9月期、10～12

月期、2023年1～3月期に＋7→▲6→＋9、非製造業
では＋8→▲7→▲1となっており、製造業では2023
年1～3月期には売上高が増加するとの見方が多く
なっている。

●業界景気

構成比（％）
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埼玉県は人口減少が進むと予想されており、人口
減少が進むと、地域経済における生産・消費を支える
活力が失われていくこととなる。人口の変動要因には
死亡数と出生数の差による自然増減と、転出者数と
転入者数の差による社会増減がある。人口減少への
対応は、自然増を増やすことが基礎となるが、併せて
社会増を増やす取り組みも求められる。それには埼
玉県の魅力を高めていくことで、埼玉県で暮らしたい
という人を増やしていく必要がある。本稿では、子育
て世代を中心とした人口移動を考察するとともに、埼
玉県の魅力について考えたい。

埼玉県の総人口移動（転出者数と転入者数の合
計）のうち約40%が東京都間での移動であることか
ら、埼玉県の人口動向は東京都の人口移動の影響を
大きく受ける。そこで埼玉県と東京都間の人口移動
をみると、「子育て世代（25～44歳層）とその子供（0
～14歳層）の転入超過」と「若者（15～24歳層）の転
出超過」の２つの特徴がある。

①「暮らしやすさ」を求め、転入する子育て世代
2021年の埼玉県の転入超過数（転入者数-転出
者数）は、30～34歳層（4,182人）が最も多く、次いで

35～39歳層（2,760人）、0～4歳層（2,625人）、25～
29歳層（1,913人）、40～44歳層（1,431人）となって
いる。埼玉県は、子育て世代（25～44歳層）とその子
供（0～14歳層）を中心に転入超過の傾向にある。そ
の傾向はコロナ禍前から見られるが、コロナ禍(2020
年)以降より顕著となっている。
埼玉県は住みたい街(駅)としても、子育て世代から
注目度が高い。株式会社リクルートの調査によると
「住みたい街（駅）ランキング2022（首都圏版）」では、
大宮や浦和等が上位にランクインしている。さらに
「夫婦と子供世
帯」では、3位に
大宮、4位に浦和、
7位にさいたま新
都心、21位に川
越、31位に和光
市、38位に川口
がランクインして
おり、その順位は
全体と比較すると、
大宮の同順位を除いて上昇している。このことからも、
埼玉県は子育て世代からの人気が高いことが窺える。
埼玉県、特にさいたま市は、なぜ子育て世代から選

ばれるのだろうか。「令和3年度さいたま市民意識調
査」における「さいたま市民が今の地域を選んだ理
由」では、理由は大きく２つに分けられる。
１つ目は「生活（交通）の利便性」である。「交通の
便が良いから（31.5%）」、「買い物など生活に便利だ
から(18.3%)」、「都心に近いから（14.3%)」などが
挙げられている。
２つ目は「住環境の良さ」である。「周囲が静かで
落ち着けるから（13 .5%)」、「治安がよいから
（12.0%)」や、「住宅・家賃の価格が適していたから
（25.3%)」など住環境とその価格が挙げられている。
以上から、都心に近く通勤圏内であるなどの「生活

（交通)の利便性」や、自然豊かで長閑な地域も多く、

東京都と比較すると住居費も安価であるなどの「住
環境の良さ」を起因とした「暮らしやすさ」が子育て
世代から選ばれる理由といえる。

②就職を契機に転出する若者
2021年に転出超過を記録しているのは、若者(15

～24歳)のみである。これは進学や就職が理由と考え
られるが、転出超過数は進学が多い15～19歳層より
も、20～24歳層の方が多いため、就職が転出の主な
理由になっていると推測される。
では、東京都内等の企業への就職に伴い転出する
若者は、なぜ県内企業に就職をしないのであろうか。
株式会社マイナビの調査によると、地元就職を希望し
ない理由は、「都会の方が便利だから（41.4%）」が最
も多く、次いで「志望する企業がないから（36.1%）」、
「実家に住みたくない（離れたい）から（33.0%）」の回
答が多い。若者が東京都内等の企業へ就職する理由
は、若者の希望に見合う仕事が多いことに加えて、若
者の好む商業施設、交通網等の充実や地元から離れ
たい、若者の都会への憧れなどの心理的な要因も大
きいことが窺える。

これらのことから、コロナ禍における東京都の人口
移動には、子育て世代とその子供を中心とした転出
超過のトレンドがあり、コロナ禍は新しい生活様式の
普及等による都外への住み替え需要など、新たな人
口移動の要因を生み出したといえるだろう。　
2022年に入ると、緊急事態宣言の解除等の影響

もあり、その転出超過数は減少基調にあり、このトレ
ンドはコロナ禍終息に伴い、ある程度、落ち着いてい
くことが想定されるが、その後も都外への住み替え
需要は、一定数は存在していくと考えられる。

子育て世代とその子供は東京都からどこに転出
しているのだろうか。子供の人口移動から、子供と
その親となる子育て世代の転出先を見ていく。
2021年の東京都からの子供（0～14歳層）の転
出先をみると、転出者数が最も多いのは、神奈川県、
次いで埼玉県、千葉県となっている。この3県への
転出者数の合計は、東京都の子供の転出者数の
約52％を占める。　
また、東京都から3県への子供の各転出者数の
推移はコロナ禍以降、増加している。その要因は、
さいたま市が「交通（生活）の利便性」や「住環境の
良さ」を理由に選ばれているように、東京都に近い
という「交通（生活）の利便性」と新しい生活様式
や子育てを背景に、長閑で落ち着ける環境、部屋の
広さ、安価な住居費等の「住環境の良さ」など、居
住地としての「暮らしやすさ」求めて、3県に転出し

東京都の人口移動は、コロナ禍で変化が見られる。
その変化は埼玉県の人口動向にも影響するため、次
に東京都の人口移動を見てみよう。
東京都の全国からの転入超過数はコロナ禍以降、
大きく減少しており、東京都の人口一極集中が修正
されつつある。転出者数と転入者数に分けて見ると、
転出者数の増加と転入者数の減少が見られる。コロ
ナ禍により東京都への人口移動が抑制されたこと
（転入者数減）と、テレワークなど新しい生活様式の
普及により通勤頻度が少なくなるなどを理由に、都外
への住み替えが増えたこと（転出者数増）の双方が
転入超過数の減少に繋がっていると考えられる。

東京都ではコロナ禍以降、子育て世代となる30～
44歳層が転入超過から転出超過に転じており、転出
超過数は増加している。その子供（0～14歳層）も転
出超過にあり、特に0～4歳層の2021年の転出超過
数はコロナ禍前に比べ、2倍以上に拡大している。　
一方で、若者の転入超過数は減少しているものの、

コロナ禍以降も20～24歳層は5万人程度の転入超
過にあり、15～19歳層の2021年の転入超過数は、
コロナ禍前の水準近くまで回復している。若者の移
動は就職や進学、心理的な要因によることが多いこ
とから、コロナ禍においても転入超過は継続したと考
えられる。

ていることにあると考えられる。

埼玉県は就職や進学を理由に若者が東京都に転
出している一方で、子育て世代から居住地として選
ばれている。そしてコロナ禍以降、東京都からの子育
て世代の転入はより目立つようになり、その移動理由
のひとつは、埼玉県の「暮らしやすさ」である。　
埼玉県が人口減少の課題を乗り越えていくために

は、子育て世代の需要を捉えた暮らしやすい地域づ
くりをしていくことで、今後も継続して子育て世代から
選ばれることが重要である。
近年の子育て世代の特徴は、共働き世帯が増加し

ていることである。共働きの子育て世代にとって課題
となるのが、仕事と子育ての両立である。この両立が
図れないと仕事を辞めざるを得ないなど、経済的にも
暮らしに与える影響が大きい。子育て世代にとっての
暮らしやすさには、働きやすい地域づくりが欠かせな
いと考えられる。
これらを踏まえて、子育て世代が暮らしやすい埼玉
県の実現に向けた施策展開を考えてみたい。
①住環境の整備
子育て世代を呼び込むためには、子育て世代が暮

らしやすい住宅の供給と住環境の形成が必要である。
埼玉県は「子育て応援分譲住宅（マンション）認定
制度」において、間取りや近隣の環境など、子育てに

配慮した戸建分譲住宅団地やマンションの認定を行
うことで、子育てしやすい住環境の形成に取り組んで
いる。既に129棟（戸建分譲住宅団地77棟、マンショ
ン52棟）を認定しており、その情報を埼玉県HPで公
開している。
また子育ての観点からだけでなく、テレワーク等の
普及からも住環境へのニーズは拡大している。テレ
ワークは子育てと仕事の両立への寄与が期待される
が、子供がいる自宅では仕事に集中できる場所の確
保等が困難な場合があるなどの課題もある。これら
の課題を解消するためには、地域のテレワーク施設
の拡充や、その情報発信にも取り組む必要がある。
埼玉県ではテレワークポータルサイトを運営し、テレ
ワーク施設の情報を地域ごとに公開をしている。オ
フィスや自宅だけでなく、家の近所でも働ける環境を
整えることで職住近接が実現し、子育てと仕事の両
立が図れる住環境に繋がる。　
今後は、子育てだけでなくテレワーク等も考慮し、
仕事や子育ての両立が図れる住環境を実現していく
ことで、新しい生活様式の浸透による子育て世代の
住み替え需要を捉えていくことが重要である。
②保育サービスの充実
次に仕事と子育ての両立には、保育サービスの拡
充が重要である。保育サービスの充実度合は仕事の
就業形態や進退に関わる大きな問題となるからだ。
埼玉県の保育所の待機児童数は296人（令和4年4
月1日時点）で、4年連続減少しており解消されつつ
ある。一方で就業形態の多様化から、保育時間など
保育サービスへのニーズは拡大している。今後は保
育サービスの量の拡充とともに、多様なニーズに対
応できるよう質の拡充も求められる。
埼玉県は、地域の保育所における多様な保育

サービスを推進するために、市町村が実施する「延
長保育促進事業」や「一時預かり事業」の経費の
一部を補助している。また市町村では、さいたま市
や川越市、越谷市等で設置している「送迎保育ス

テーション」が注目をされている。これは駅前などに
待機室としての保育室を設置して、そこから専用バ
スで複数の保育所への送迎と、それに伴う保育を
提供する事業である。送迎の負担が軽減されるだ
けでなく、延長保育の役割も担うため、柔軟な働き
方が可能となる。
さらに、子育ては保育所を卒所した後も続く。そこ
で受け皿となるのが、放課後児童クラブである。こ
れは共働き等の家庭の小学生を対象に、労働等で
保護者が放課後や休日など家庭にいない場合に、
家庭に代わる生活の場を提供することで、仕事と子
育ての両立支援を図る施設である。ここでも待機児
童が課題となっている。埼玉県は市町村の施設整
備費の補助等を実施しているものの、令和3年度の
待機児童数は1,230人であり、施設整備は道半ば
の状況である。また一般的に保育所は19時まで開
所（延長保育含む）している施設が多いが、厚生労
働省によると、全国で18時30分以降も開所してい
る放課後児童クラブは全体の約60％に止まってい
る。このように保育所と比較すると拡充が遅れてい
る状況であるため、今後は子供が就学後も円滑に
仕事を続けられるよう放課後児童クラブの拡充が
より一層求められる。
以上のように、保育サービスを拡充していくことで、

自ら希望する働き方で仕事と子育て等の両立が図れ
る社会の実現が、子育て世代にとっての暮らしやす
い地域づくりに繋がると考える。

埼玉県の魅力は暮らしやすさにある。その魅力を
更に深化させていくためには、子育て世代が仕事と
子育て等のワークライフバランスの調和が図れる地
域づくりが求められる。暮らしやすい埼玉県を実現す
ることで、より多くの人に「住むなら埼玉県」と、埼玉
県を居住地に選んでもらうことが、将来予想されてい
る人口減少問題への対応の一助となるのではないだ
ろうか。　　　　　　　　　　　　　  （西嶋　拓）

●売上高
実績ＢＳＩ（増加ー減少）季調済 見通し
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●自社業況
実績ＢＳＩ（良いー悪い） 見通し
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アンケート調査

埼玉県内企業経営動向調査
製造業の自社業況が大幅に悪化。仕入価格・諸経費価格の上昇  が影響

国内景気 業界景気 売上高
（現状）
最近（2022年10月）の国内景気に対する見方は、

「上昇」3％、「下降」37％で、ＢＳＩ（「上昇」－「下降」
の企業割合）は▲34と、前回調査（2022年7月）の▲
25から9ポイント低下し、2四半期ぶりの悪化となった。
本調査は、10月上旬に実施したが、コロナ感染拡大は
やや落ち着きつつあったものの、海外金利が上昇する
とともに、急速に円安が進み、海外景気の悪化や物価
上昇を懸念して悪化したとみられる。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲29で前回調査の▲
17から12ポイント、非製造業は▲37で前回調査の▲30
から7ポイントの悪化となり、製造業の悪化が目立った。
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「上昇」9％、「下
降」48％で、ＢＳＩは▲39と、現状の▲34からさらに悪
化している。海外金利の上昇による海外景気の悪化
懸念、物価上昇による消費減速懸念などが影響して
いるものとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲31で現状の▲29から
2ポイント、非製造業は▲43で現状の▲37から6ポイ
ントの悪化となり、非製造業の悪化が目立っている。

（現状）
最近の自社業界の景気に対する見方は、「上昇」
7％、「下降」29％で、ＢＳＩは▲22となり、前回調査
（2022年7月）の▲17から5ポイント低下し、2四半期
ぶりの悪化となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲23で前回調査の
▲6から17ポイントの悪化、非製造業は▲21で前回
調査の▲23から2ポイントの改善と、製造業の悪化が
目立った。非製造業では「卸売」が前回調査比＋19、
「サービス」が同＋7となるなど、大幅に改善した業種
もみられたが、製造業では、ほぼ全ての業種でＢＳＩが
悪化した。製造業では、仕入価格や諸経費価格の上
昇による影響を強く受けたとみられる。
（先行き）
先行きについては「上昇」7％､「下降」37％で、ＢＳＩ

は▲30と、現状の▲22から8ポイントの悪化となった。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲24で現状の▲23から
1ポイント、非製造業は▲33で現状の▲21から12ポイ
ントの悪化となり、非製造業での悪化が目立っている。

自社業況
（現状）
最近の自社の業況に対する見方は、「良い」21％、

「悪い」14％で、ＢＳＩ（「良い」－「悪い」の企業割合）
は＋7となり、前回調査（2022年7月）の＋16から9ポ
イント低下し、2四半期ぶりの悪化となった。悪化とは
なったものの、自社業況のＢＳＩは7四半期連続でプラ
スで推移しており、「良い」とするところの方が多い。
業種別にみると、製造業はＢＳＩが0で前回調査の＋
22から22ポイント、非製造業は＋10で前回調査の＋
13から3ポイントの悪化と、製造業の悪化が目立った。
非製造業では大きく改善する業種もみられたが、製造
業では、ほぼ全ての業種でＢＳＩが悪化した。製造業で
は、仕入価格や諸経費価格の上昇による影響を強く
受けたとみられる。
（先行き）
先行きについては「良い」15％､「悪い」17％で、ＢＳ

Ｉは▲2と、現状から9ポイントの悪化となっている。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋2で現状の0から2ポイン

トの改善、非製造業は▲4で現状の＋10から14ポイント
の悪化となり、非製造業での悪化が目立っている。非製
造業では、仕入価格や諸経費価格の上昇について、製
造業に比べてタイムラグを想定しているとみられる。

（現状）
2022年7～9月期の売上高は、季調済ＢＳＩ（「増加」

－「減少」の企業割合、季節調整済）が＋8となり、前
回調査対象期間（2022年4～6月期）の＋4から4ポイ
ントの改善となった。売上高のＢＳＩは、9四半期連続で
プラス圏で推移しており、売上高の回復が続いている。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋7で前回調査の＋
18から11ポイントの悪化、非製造業は＋8で前回調査
の▲1から9ポイントの改善となり、方向感が分かれた。
製造業・非製造業とも個別の業種間ではばらつきがみ
られ、改善・悪化が混在した。ＢＳＩが前回比改善してプ
ラスになった業種の方が、ＢＳＩが前回比悪化してマイ
ナスになった業種よりも多くなっている。
（先行き）
先行きについては、2022年10～12月期のＢＳＩが▲
5とマイナスに転じ、2023年1～3月期は＋2と再びプ
ラスに転じる。
業種別では、製造業が2022年7～9月期、10～12

月期、2023年1～3月期に＋7→▲6→＋9、非製造業
では＋8→▲7→▲1となっており、製造業では2023
年1～3月期には売上高が増加するとの見方が多く
なっている。

●業界景気

構成比（％）
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埼玉県は人口減少が進むと予想されており、人口
減少が進むと、地域経済における生産・消費を支える
活力が失われていくこととなる。人口の変動要因には
死亡数と出生数の差による自然増減と、転出者数と
転入者数の差による社会増減がある。人口減少への
対応は、自然増を増やすことが基礎となるが、併せて
社会増を増やす取り組みも求められる。それには埼
玉県の魅力を高めていくことで、埼玉県で暮らしたい
という人を増やしていく必要がある。本稿では、子育
て世代を中心とした人口移動を考察するとともに、埼
玉県の魅力について考えたい。

埼玉県の総人口移動（転出者数と転入者数の合
計）のうち約40%が東京都間での移動であることか
ら、埼玉県の人口動向は東京都の人口移動の影響を
大きく受ける。そこで埼玉県と東京都間の人口移動
をみると、「子育て世代（25～44歳層）とその子供（0
～14歳層）の転入超過」と「若者（15～24歳層）の転
出超過」の２つの特徴がある。

①「暮らしやすさ」を求め、転入する子育て世代
2021年の埼玉県の転入超過数（転入者数-転出
者数）は、30～34歳層（4,182人）が最も多く、次いで

35～39歳層（2,760人）、0～4歳層（2,625人）、25～
29歳層（1,913人）、40～44歳層（1,431人）となって
いる。埼玉県は、子育て世代（25～44歳層）とその子
供（0～14歳層）を中心に転入超過の傾向にある。そ
の傾向はコロナ禍前から見られるが、コロナ禍(2020
年)以降より顕著となっている。
埼玉県は住みたい街(駅)としても、子育て世代から
注目度が高い。株式会社リクルートの調査によると
「住みたい街（駅）ランキング2022（首都圏版）」では、
大宮や浦和等が上位にランクインしている。さらに
「夫婦と子供世
帯」では、3位に
大宮、4位に浦和、
7位にさいたま新
都心、21位に川
越、31位に和光
市、38位に川口
がランクインして
おり、その順位は
全体と比較すると、
大宮の同順位を除いて上昇している。このことからも、
埼玉県は子育て世代からの人気が高いことが窺える。
埼玉県、特にさいたま市は、なぜ子育て世代から選

ばれるのだろうか。「令和3年度さいたま市民意識調
査」における「さいたま市民が今の地域を選んだ理
由」では、理由は大きく２つに分けられる。
１つ目は「生活（交通）の利便性」である。「交通の
便が良いから（31.5%）」、「買い物など生活に便利だ
から(18.3%)」、「都心に近いから（14.3%)」などが
挙げられている。
２つ目は「住環境の良さ」である。「周囲が静かで
落ち着けるから（13 .5%)」、「治安がよいから
（12.0%)」や、「住宅・家賃の価格が適していたから
（25.3%)」など住環境とその価格が挙げられている。
以上から、都心に近く通勤圏内であるなどの「生活

（交通)の利便性」や、自然豊かで長閑な地域も多く、

東京都と比較すると住居費も安価であるなどの「住
環境の良さ」を起因とした「暮らしやすさ」が子育て
世代から選ばれる理由といえる。

②就職を契機に転出する若者
2021年に転出超過を記録しているのは、若者(15

～24歳)のみである。これは進学や就職が理由と考え
られるが、転出超過数は進学が多い15～19歳層より
も、20～24歳層の方が多いため、就職が転出の主な
理由になっていると推測される。
では、東京都内等の企業への就職に伴い転出する
若者は、なぜ県内企業に就職をしないのであろうか。
株式会社マイナビの調査によると、地元就職を希望し
ない理由は、「都会の方が便利だから（41.4%）」が最
も多く、次いで「志望する企業がないから（36.1%）」、
「実家に住みたくない（離れたい）から（33.0%）」の回
答が多い。若者が東京都内等の企業へ就職する理由
は、若者の希望に見合う仕事が多いことに加えて、若
者の好む商業施設、交通網等の充実や地元から離れ
たい、若者の都会への憧れなどの心理的な要因も大
きいことが窺える。

これらのことから、コロナ禍における東京都の人口
移動には、子育て世代とその子供を中心とした転出
超過のトレンドがあり、コロナ禍は新しい生活様式の
普及等による都外への住み替え需要など、新たな人
口移動の要因を生み出したといえるだろう。　
2022年に入ると、緊急事態宣言の解除等の影響

もあり、その転出超過数は減少基調にあり、このトレ
ンドはコロナ禍終息に伴い、ある程度、落ち着いてい
くことが想定されるが、その後も都外への住み替え
需要は、一定数は存在していくと考えられる。

子育て世代とその子供は東京都からどこに転出
しているのだろうか。子供の人口移動から、子供と
その親となる子育て世代の転出先を見ていく。
2021年の東京都からの子供（0～14歳層）の転
出先をみると、転出者数が最も多いのは、神奈川県、
次いで埼玉県、千葉県となっている。この3県への
転出者数の合計は、東京都の子供の転出者数の
約52％を占める。　
また、東京都から3県への子供の各転出者数の
推移はコロナ禍以降、増加している。その要因は、
さいたま市が「交通（生活）の利便性」や「住環境の
良さ」を理由に選ばれているように、東京都に近い
という「交通（生活）の利便性」と新しい生活様式
や子育てを背景に、長閑で落ち着ける環境、部屋の
広さ、安価な住居費等の「住環境の良さ」など、居
住地としての「暮らしやすさ」求めて、3県に転出し

東京都の人口移動は、コロナ禍で変化が見られる。
その変化は埼玉県の人口動向にも影響するため、次
に東京都の人口移動を見てみよう。
東京都の全国からの転入超過数はコロナ禍以降、
大きく減少しており、東京都の人口一極集中が修正
されつつある。転出者数と転入者数に分けて見ると、
転出者数の増加と転入者数の減少が見られる。コロ
ナ禍により東京都への人口移動が抑制されたこと
（転入者数減）と、テレワークなど新しい生活様式の
普及により通勤頻度が少なくなるなどを理由に、都外
への住み替えが増えたこと（転出者数増）の双方が
転入超過数の減少に繋がっていると考えられる。

東京都ではコロナ禍以降、子育て世代となる30～
44歳層が転入超過から転出超過に転じており、転出
超過数は増加している。その子供（0～14歳層）も転
出超過にあり、特に0～4歳層の2021年の転出超過
数はコロナ禍前に比べ、2倍以上に拡大している。　
一方で、若者の転入超過数は減少しているものの、

コロナ禍以降も20～24歳層は5万人程度の転入超
過にあり、15～19歳層の2021年の転入超過数は、
コロナ禍前の水準近くまで回復している。若者の移
動は就職や進学、心理的な要因によることが多いこ
とから、コロナ禍においても転入超過は継続したと考
えられる。

ていることにあると考えられる。

埼玉県は就職や進学を理由に若者が東京都に転
出している一方で、子育て世代から居住地として選
ばれている。そしてコロナ禍以降、東京都からの子育
て世代の転入はより目立つようになり、その移動理由
のひとつは、埼玉県の「暮らしやすさ」である。　
埼玉県が人口減少の課題を乗り越えていくために

は、子育て世代の需要を捉えた暮らしやすい地域づ
くりをしていくことで、今後も継続して子育て世代から
選ばれることが重要である。
近年の子育て世代の特徴は、共働き世帯が増加し

ていることである。共働きの子育て世代にとって課題
となるのが、仕事と子育ての両立である。この両立が
図れないと仕事を辞めざるを得ないなど、経済的にも
暮らしに与える影響が大きい。子育て世代にとっての
暮らしやすさには、働きやすい地域づくりが欠かせな
いと考えられる。
これらを踏まえて、子育て世代が暮らしやすい埼玉
県の実現に向けた施策展開を考えてみたい。
①住環境の整備
子育て世代を呼び込むためには、子育て世代が暮

らしやすい住宅の供給と住環境の形成が必要である。
埼玉県は「子育て応援分譲住宅（マンション）認定
制度」において、間取りや近隣の環境など、子育てに

配慮した戸建分譲住宅団地やマンションの認定を行
うことで、子育てしやすい住環境の形成に取り組んで
いる。既に129棟（戸建分譲住宅団地77棟、マンショ
ン52棟）を認定しており、その情報を埼玉県HPで公
開している。
また子育ての観点からだけでなく、テレワーク等の
普及からも住環境へのニーズは拡大している。テレ
ワークは子育てと仕事の両立への寄与が期待される
が、子供がいる自宅では仕事に集中できる場所の確
保等が困難な場合があるなどの課題もある。これら
の課題を解消するためには、地域のテレワーク施設
の拡充や、その情報発信にも取り組む必要がある。
埼玉県ではテレワークポータルサイトを運営し、テレ
ワーク施設の情報を地域ごとに公開をしている。オ
フィスや自宅だけでなく、家の近所でも働ける環境を
整えることで職住近接が実現し、子育てと仕事の両
立が図れる住環境に繋がる。　
今後は、子育てだけでなくテレワーク等も考慮し、
仕事や子育ての両立が図れる住環境を実現していく
ことで、新しい生活様式の浸透による子育て世代の
住み替え需要を捉えていくことが重要である。
②保育サービスの充実
次に仕事と子育ての両立には、保育サービスの拡
充が重要である。保育サービスの充実度合は仕事の
就業形態や進退に関わる大きな問題となるからだ。
埼玉県の保育所の待機児童数は296人（令和4年4
月1日時点）で、4年連続減少しており解消されつつ
ある。一方で就業形態の多様化から、保育時間など
保育サービスへのニーズは拡大している。今後は保
育サービスの量の拡充とともに、多様なニーズに対
応できるよう質の拡充も求められる。
埼玉県は、地域の保育所における多様な保育

サービスを推進するために、市町村が実施する「延
長保育促進事業」や「一時預かり事業」の経費の
一部を補助している。また市町村では、さいたま市
や川越市、越谷市等で設置している「送迎保育ス

テーション」が注目をされている。これは駅前などに
待機室としての保育室を設置して、そこから専用バ
スで複数の保育所への送迎と、それに伴う保育を
提供する事業である。送迎の負担が軽減されるだ
けでなく、延長保育の役割も担うため、柔軟な働き
方が可能となる。
さらに、子育ては保育所を卒所した後も続く。そこ
で受け皿となるのが、放課後児童クラブである。こ
れは共働き等の家庭の小学生を対象に、労働等で
保護者が放課後や休日など家庭にいない場合に、
家庭に代わる生活の場を提供することで、仕事と子
育ての両立支援を図る施設である。ここでも待機児
童が課題となっている。埼玉県は市町村の施設整
備費の補助等を実施しているものの、令和3年度の
待機児童数は1,230人であり、施設整備は道半ば
の状況である。また一般的に保育所は19時まで開
所（延長保育含む）している施設が多いが、厚生労
働省によると、全国で18時30分以降も開所してい
る放課後児童クラブは全体の約60％に止まってい
る。このように保育所と比較すると拡充が遅れてい
る状況であるため、今後は子供が就学後も円滑に
仕事を続けられるよう放課後児童クラブの拡充が
より一層求められる。
以上のように、保育サービスを拡充していくことで、

自ら希望する働き方で仕事と子育て等の両立が図れ
る社会の実現が、子育て世代にとっての暮らしやす
い地域づくりに繋がると考える。

埼玉県の魅力は暮らしやすさにある。その魅力を
更に深化させていくためには、子育て世代が仕事と
子育て等のワークライフバランスの調和が図れる地
域づくりが求められる。暮らしやすい埼玉県を実現す
ることで、より多くの人に「住むなら埼玉県」と、埼玉
県を居住地に選んでもらうことが、将来予想されてい
る人口減少問題への対応の一助となるのではないだ
ろうか。　　　　　　　　　　　　　  （西嶋　拓）
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（現状）
2022年7～9月期の経常利益は、季調済ＢＳＩが▲9

となり、前回調査対象期間（2022年4～6月期）の▲5
から4ポイントの悪化となった。経常利益のＢＳＩは、4四
半期連続でマイナスで推移しており、経常利益の悪化
が続いている。
売上高のＢＳＩが改善するなか、経常利益のＢＳＩは悪
化し、対照的な結果となった。仕入価格や諸経費価格
等の上昇により、経常利益が減少している企業が多い
とみられる。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲23で前回調査の＋
6から29ポイントの悪化、非製造業は▲5で前回調査の
▲12から7ポイントの改善となり、製造業で大幅に悪化
した。製造業では仕入価格や諸経費価格の上昇による
影響を強く受けたとみられる。
（先行き）
先行きについては、2022年10～12月期のＢＳＩが▲
17、2023年1～3月期は▲10と、マイナスで推移する。
業種別では、製造業が2022年7～9月期、10～12月
期、2023年1～3月期に▲23→▲18→▲6、非製造業
では▲5→▲18→▲9となっており、非製造業では10
～12月期のＢＳＩが大幅に悪化している。非製造業では、
仕入価格や諸経費価格の上昇について、製造業に比
べてタイムラグを想定しているとみられる。
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アンケート調査 埼玉県内企業経営動向調査

2022年10月実施。対象企業数1,014社、
回答企業数310社、回答率30.6％。
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（現状）
2022年7～9月期の設備投資は、季調済ＢＳＩが＋3

となり、前回調査対象期間（2022年4～6月期）の＋6
から▲3ポイント、2四半期ぶりの悪化となった。悪化と
はなったものの、設備投資のＢＳＩは7四半期連続でプ
ラスで推移しており、設備投資は底堅く推移している。
設備投資の内容については、2022年7～9月期は

「更新投資」が61％、「能力増強投資」19％､「合理化
投資」11％､「研究開発投資」2％などとなり、「更新投
資」の比率が約6割と、更新投資中心の内容となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋7で前回調査の＋
6から1ポイントの改善、非製造業は＋2で前回調査の
＋6から4ポイントの悪化となった。
（先行き）
先行きについては、2022年10～12月期のＢＳＩが＋
6、2023年1～3月期は＋7と、プラスで推移する。
業種別では、製造業が2022年7～9月期、10～12

月期、2023年1～3月期に＋7→＋10→＋7、非製造業
では＋2→＋8→＋6となっており、両業種とも多少の増
減はあるものの、積極的な姿勢が窺われる。

経常利益 設備投資 経営上の問題点
経営上の問題点（複数回答）については、「仕入原
価上昇」が59％と最も多かった。次いで、「人材・人手
不足」52％、「諸経費上昇」44％、「売上・受注不振」
30％などとなった。
業種別にみると、「仕入原価上昇」について、製造
業が非製造業より20ポイント、「人材・人手不足」につ
いて、非製造業が製造業より18ポイント多いのが目
立った。
2021年は原油や資源価格等が上昇し、経営上の
問題点については、2021年4月調査から「仕入原価
上昇」の比率が高まり、本年に入ってからの調査では
最も高くなっている。今回調査では、「仕入原価上昇」
の比率は低下したものの依然高く、「諸経費上昇」の
比率もさらに上昇し、「人材・人手不足」の比率も急上
昇するなど、コストアップにつながる問題点が上位に
並んだ。新型コロナ新規感染者の増加がやや落ち着
き、社会経済活動が正常化に向かうなかで、人手不足
感がさらに強まって人件費増加につながる可能性が
高く、企業経営上、収益的に厳しい状況が当面続くと
みられる。 （太田富雄）

雇用
（現状）
最近（ここ6カ月間）の雇用状況をみると、雇用人員

が「増加」とした企業は20％、「減少」とした企業は
13％で、ＢＳＩは＋7と前回調査の＋11から4ポイントの
悪化となった。本質問項目は前6カ月間の雇用状況の
変化を聞いており、新卒者の採用による増加を反映す
る4・7月調査に比べ、例年10月調査では、ＢＳＩが低下
する傾向がある。今回調査でもＢＳＩは低下したものの、
プラスを維持しており、県内の雇用環境は良好である。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋10で前回調査の

＋9から1ポイントの改善、非製造業は＋5で前回調査
の＋13から8ポイントの悪化となった。 
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「増加」とする企業

が28％、「減少」とする企業10％でＢＳＩは＋18と現状
から11ポイントの改善となり、県内の雇用環境は先行
きについても良好に推移するとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋16で現状から6ポイン

ト、非製造業は＋19で14ポイントの改善となっている。

●経営上の問題点（複数回答）の推移
（％）
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埼玉県は人口減少が進むと予想されており、人口
減少が進むと、地域経済における生産・消費を支える
活力が失われていくこととなる。人口の変動要因には
死亡数と出生数の差による自然増減と、転出者数と
転入者数の差による社会増減がある。人口減少への
対応は、自然増を増やすことが基礎となるが、併せて
社会増を増やす取り組みも求められる。それには埼
玉県の魅力を高めていくことで、埼玉県で暮らしたい
という人を増やしていく必要がある。本稿では、子育
て世代を中心とした人口移動を考察するとともに、埼
玉県の魅力について考えたい。

埼玉県の総人口移動（転出者数と転入者数の合
計）のうち約40%が東京都間での移動であることか
ら、埼玉県の人口動向は東京都の人口移動の影響を
大きく受ける。そこで埼玉県と東京都間の人口移動
をみると、「子育て世代（25～44歳層）とその子供（0
～14歳層）の転入超過」と「若者（15～24歳層）の転
出超過」の２つの特徴がある。

①「暮らしやすさ」を求め、転入する子育て世代
2021年の埼玉県の転入超過数（転入者数-転出
者数）は、30～34歳層（4,182人）が最も多く、次いで

35～39歳層（2,760人）、0～4歳層（2,625人）、25～
29歳層（1,913人）、40～44歳層（1,431人）となって
いる。埼玉県は、子育て世代（25～44歳層）とその子
供（0～14歳層）を中心に転入超過の傾向にある。そ
の傾向はコロナ禍前から見られるが、コロナ禍(2020
年)以降より顕著となっている。
埼玉県は住みたい街(駅)としても、子育て世代から
注目度が高い。株式会社リクルートの調査によると
「住みたい街（駅）ランキング2022（首都圏版）」では、
大宮や浦和等が上位にランクインしている。さらに
「夫婦と子供世
帯」では、3位に
大宮、4位に浦和、
7位にさいたま新
都心、21位に川
越、31位に和光
市、38位に川口
がランクインして
おり、その順位は
全体と比較すると、
大宮の同順位を除いて上昇している。このことからも、
埼玉県は子育て世代からの人気が高いことが窺える。
埼玉県、特にさいたま市は、なぜ子育て世代から選

ばれるのだろうか。「令和3年度さいたま市民意識調
査」における「さいたま市民が今の地域を選んだ理
由」では、理由は大きく２つに分けられる。
１つ目は「生活（交通）の利便性」である。「交通の
便が良いから（31.5%）」、「買い物など生活に便利だ
から(18.3%)」、「都心に近いから（14.3%)」などが
挙げられている。
２つ目は「住環境の良さ」である。「周囲が静かで
落ち着けるから（13 .5%)」、「治安がよいから
（12.0%)」や、「住宅・家賃の価格が適していたから
（25.3%)」など住環境とその価格が挙げられている。
以上から、都心に近く通勤圏内であるなどの「生活

（交通)の利便性」や、自然豊かで長閑な地域も多く、

東京都と比較すると住居費も安価であるなどの「住
環境の良さ」を起因とした「暮らしやすさ」が子育て
世代から選ばれる理由といえる。

②就職を契機に転出する若者
2021年に転出超過を記録しているのは、若者(15

～24歳)のみである。これは進学や就職が理由と考え
られるが、転出超過数は進学が多い15～19歳層より
も、20～24歳層の方が多いため、就職が転出の主な
理由になっていると推測される。
では、東京都内等の企業への就職に伴い転出する
若者は、なぜ県内企業に就職をしないのであろうか。
株式会社マイナビの調査によると、地元就職を希望し
ない理由は、「都会の方が便利だから（41.4%）」が最
も多く、次いで「志望する企業がないから（36.1%）」、
「実家に住みたくない（離れたい）から（33.0%）」の回
答が多い。若者が東京都内等の企業へ就職する理由
は、若者の希望に見合う仕事が多いことに加えて、若
者の好む商業施設、交通網等の充実や地元から離れ
たい、若者の都会への憧れなどの心理的な要因も大
きいことが窺える。

これらのことから、コロナ禍における東京都の人口
移動には、子育て世代とその子供を中心とした転出
超過のトレンドがあり、コロナ禍は新しい生活様式の
普及等による都外への住み替え需要など、新たな人
口移動の要因を生み出したといえるだろう。　
2022年に入ると、緊急事態宣言の解除等の影響

もあり、その転出超過数は減少基調にあり、このトレ
ンドはコロナ禍終息に伴い、ある程度、落ち着いてい
くことが想定されるが、その後も都外への住み替え
需要は、一定数は存在していくと考えられる。

子育て世代とその子供は東京都からどこに転出
しているのだろうか。子供の人口移動から、子供と
その親となる子育て世代の転出先を見ていく。
2021年の東京都からの子供（0～14歳層）の転
出先をみると、転出者数が最も多いのは、神奈川県、
次いで埼玉県、千葉県となっている。この3県への
転出者数の合計は、東京都の子供の転出者数の
約52％を占める。　
また、東京都から3県への子供の各転出者数の
推移はコロナ禍以降、増加している。その要因は、
さいたま市が「交通（生活）の利便性」や「住環境の
良さ」を理由に選ばれているように、東京都に近い
という「交通（生活）の利便性」と新しい生活様式
や子育てを背景に、長閑で落ち着ける環境、部屋の
広さ、安価な住居費等の「住環境の良さ」など、居
住地としての「暮らしやすさ」求めて、3県に転出し

東京都の人口移動は、コロナ禍で変化が見られる。
その変化は埼玉県の人口動向にも影響するため、次
に東京都の人口移動を見てみよう。
東京都の全国からの転入超過数はコロナ禍以降、
大きく減少しており、東京都の人口一極集中が修正
されつつある。転出者数と転入者数に分けて見ると、
転出者数の増加と転入者数の減少が見られる。コロ
ナ禍により東京都への人口移動が抑制されたこと
（転入者数減）と、テレワークなど新しい生活様式の
普及により通勤頻度が少なくなるなどを理由に、都外
への住み替えが増えたこと（転出者数増）の双方が
転入超過数の減少に繋がっていると考えられる。

東京都ではコロナ禍以降、子育て世代となる30～
44歳層が転入超過から転出超過に転じており、転出
超過数は増加している。その子供（0～14歳層）も転
出超過にあり、特に0～4歳層の2021年の転出超過
数はコロナ禍前に比べ、2倍以上に拡大している。　
一方で、若者の転入超過数は減少しているものの、

コロナ禍以降も20～24歳層は5万人程度の転入超
過にあり、15～19歳層の2021年の転入超過数は、
コロナ禍前の水準近くまで回復している。若者の移
動は就職や進学、心理的な要因によることが多いこ
とから、コロナ禍においても転入超過は継続したと考
えられる。

ていることにあると考えられる。

埼玉県は就職や進学を理由に若者が東京都に転
出している一方で、子育て世代から居住地として選
ばれている。そしてコロナ禍以降、東京都からの子育
て世代の転入はより目立つようになり、その移動理由
のひとつは、埼玉県の「暮らしやすさ」である。　
埼玉県が人口減少の課題を乗り越えていくために

は、子育て世代の需要を捉えた暮らしやすい地域づ
くりをしていくことで、今後も継続して子育て世代から
選ばれることが重要である。
近年の子育て世代の特徴は、共働き世帯が増加し

ていることである。共働きの子育て世代にとって課題
となるのが、仕事と子育ての両立である。この両立が
図れないと仕事を辞めざるを得ないなど、経済的にも
暮らしに与える影響が大きい。子育て世代にとっての
暮らしやすさには、働きやすい地域づくりが欠かせな
いと考えられる。
これらを踏まえて、子育て世代が暮らしやすい埼玉
県の実現に向けた施策展開を考えてみたい。
①住環境の整備
子育て世代を呼び込むためには、子育て世代が暮

らしやすい住宅の供給と住環境の形成が必要である。
埼玉県は「子育て応援分譲住宅（マンション）認定
制度」において、間取りや近隣の環境など、子育てに

配慮した戸建分譲住宅団地やマンションの認定を行
うことで、子育てしやすい住環境の形成に取り組んで
いる。既に129棟（戸建分譲住宅団地77棟、マンショ
ン52棟）を認定しており、その情報を埼玉県HPで公
開している。
また子育ての観点からだけでなく、テレワーク等の
普及からも住環境へのニーズは拡大している。テレ
ワークは子育てと仕事の両立への寄与が期待される
が、子供がいる自宅では仕事に集中できる場所の確
保等が困難な場合があるなどの課題もある。これら
の課題を解消するためには、地域のテレワーク施設
の拡充や、その情報発信にも取り組む必要がある。
埼玉県ではテレワークポータルサイトを運営し、テレ
ワーク施設の情報を地域ごとに公開をしている。オ
フィスや自宅だけでなく、家の近所でも働ける環境を
整えることで職住近接が実現し、子育てと仕事の両
立が図れる住環境に繋がる。　
今後は、子育てだけでなくテレワーク等も考慮し、
仕事や子育ての両立が図れる住環境を実現していく
ことで、新しい生活様式の浸透による子育て世代の
住み替え需要を捉えていくことが重要である。
②保育サービスの充実
次に仕事と子育ての両立には、保育サービスの拡
充が重要である。保育サービスの充実度合は仕事の
就業形態や進退に関わる大きな問題となるからだ。
埼玉県の保育所の待機児童数は296人（令和4年4
月1日時点）で、4年連続減少しており解消されつつ
ある。一方で就業形態の多様化から、保育時間など
保育サービスへのニーズは拡大している。今後は保
育サービスの量の拡充とともに、多様なニーズに対
応できるよう質の拡充も求められる。
埼玉県は、地域の保育所における多様な保育

サービスを推進するために、市町村が実施する「延
長保育促進事業」や「一時預かり事業」の経費の
一部を補助している。また市町村では、さいたま市
や川越市、越谷市等で設置している「送迎保育ス

テーション」が注目をされている。これは駅前などに
待機室としての保育室を設置して、そこから専用バ
スで複数の保育所への送迎と、それに伴う保育を
提供する事業である。送迎の負担が軽減されるだ
けでなく、延長保育の役割も担うため、柔軟な働き
方が可能となる。
さらに、子育ては保育所を卒所した後も続く。そこ
で受け皿となるのが、放課後児童クラブである。こ
れは共働き等の家庭の小学生を対象に、労働等で
保護者が放課後や休日など家庭にいない場合に、
家庭に代わる生活の場を提供することで、仕事と子
育ての両立支援を図る施設である。ここでも待機児
童が課題となっている。埼玉県は市町村の施設整
備費の補助等を実施しているものの、令和3年度の
待機児童数は1,230人であり、施設整備は道半ば
の状況である。また一般的に保育所は19時まで開
所（延長保育含む）している施設が多いが、厚生労
働省によると、全国で18時30分以降も開所してい
る放課後児童クラブは全体の約60％に止まってい
る。このように保育所と比較すると拡充が遅れてい
る状況であるため、今後は子供が就学後も円滑に
仕事を続けられるよう放課後児童クラブの拡充が
より一層求められる。
以上のように、保育サービスを拡充していくことで、

自ら希望する働き方で仕事と子育て等の両立が図れ
る社会の実現が、子育て世代にとっての暮らしやす
い地域づくりに繋がると考える。

埼玉県の魅力は暮らしやすさにある。その魅力を
更に深化させていくためには、子育て世代が仕事と
子育て等のワークライフバランスの調和が図れる地
域づくりが求められる。暮らしやすい埼玉県を実現す
ることで、より多くの人に「住むなら埼玉県」と、埼玉
県を居住地に選んでもらうことが、将来予想されてい
る人口減少問題への対応の一助となるのではないだ
ろうか。　　　　　　　　　　　　　  （西嶋　拓）
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（現状）
2022年7～9月期の経常利益は、季調済ＢＳＩが▲9

となり、前回調査対象期間（2022年4～6月期）の▲5
から4ポイントの悪化となった。経常利益のＢＳＩは、4四
半期連続でマイナスで推移しており、経常利益の悪化
が続いている。
売上高のＢＳＩが改善するなか、経常利益のＢＳＩは悪
化し、対照的な結果となった。仕入価格や諸経費価格
等の上昇により、経常利益が減少している企業が多い
とみられる。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲23で前回調査の＋
6から29ポイントの悪化、非製造業は▲5で前回調査の
▲12から7ポイントの改善となり、製造業で大幅に悪化
した。製造業では仕入価格や諸経費価格の上昇による
影響を強く受けたとみられる。
（先行き）
先行きについては、2022年10～12月期のＢＳＩが▲
17、2023年1～3月期は▲10と、マイナスで推移する。
業種別では、製造業が2022年7～9月期、10～12月
期、2023年1～3月期に▲23→▲18→▲6、非製造業
では▲5→▲18→▲9となっており、非製造業では10
～12月期のＢＳＩが大幅に悪化している。非製造業では、
仕入価格や諸経費価格の上昇について、製造業に比
べてタイムラグを想定しているとみられる。
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●設備投資
実績 見通しＢＳＩ（増加ー減少）季調済
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アンケート調査 埼玉県内企業経営動向調査

2022年10月実施。対象企業数1,014社、
回答企業数310社、回答率30.6％。
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（現状）
2022年7～9月期の設備投資は、季調済ＢＳＩが＋3

となり、前回調査対象期間（2022年4～6月期）の＋6
から▲3ポイント、2四半期ぶりの悪化となった。悪化と
はなったものの、設備投資のＢＳＩは7四半期連続でプ
ラスで推移しており、設備投資は底堅く推移している。
設備投資の内容については、2022年7～9月期は

「更新投資」が61％、「能力増強投資」19％､「合理化
投資」11％､「研究開発投資」2％などとなり、「更新投
資」の比率が約6割と、更新投資中心の内容となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋7で前回調査の＋
6から1ポイントの改善、非製造業は＋2で前回調査の
＋6から4ポイントの悪化となった。
（先行き）
先行きについては、2022年10～12月期のＢＳＩが＋
6、2023年1～3月期は＋7と、プラスで推移する。
業種別では、製造業が2022年7～9月期、10～12

月期、2023年1～3月期に＋7→＋10→＋7、非製造業
では＋2→＋8→＋6となっており、両業種とも多少の増
減はあるものの、積極的な姿勢が窺われる。

経常利益 設備投資 経営上の問題点
経営上の問題点（複数回答）については、「仕入原
価上昇」が59％と最も多かった。次いで、「人材・人手
不足」52％、「諸経費上昇」44％、「売上・受注不振」
30％などとなった。
業種別にみると、「仕入原価上昇」について、製造
業が非製造業より20ポイント、「人材・人手不足」につ
いて、非製造業が製造業より18ポイント多いのが目
立った。
2021年は原油や資源価格等が上昇し、経営上の
問題点については、2021年4月調査から「仕入原価
上昇」の比率が高まり、本年に入ってからの調査では
最も高くなっている。今回調査では、「仕入原価上昇」
の比率は低下したものの依然高く、「諸経費上昇」の
比率もさらに上昇し、「人材・人手不足」の比率も急上
昇するなど、コストアップにつながる問題点が上位に
並んだ。新型コロナ新規感染者の増加がやや落ち着
き、社会経済活動が正常化に向かうなかで、人手不足
感がさらに強まって人件費増加につながる可能性が
高く、企業経営上、収益的に厳しい状況が当面続くと
みられる。 （太田富雄）

雇用
（現状）
最近（ここ6カ月間）の雇用状況をみると、雇用人員

が「増加」とした企業は20％、「減少」とした企業は
13％で、ＢＳＩは＋7と前回調査の＋11から4ポイントの
悪化となった。本質問項目は前6カ月間の雇用状況の
変化を聞いており、新卒者の採用による増加を反映す
る4・7月調査に比べ、例年10月調査では、ＢＳＩが低下
する傾向がある。今回調査でもＢＳＩは低下したものの、
プラスを維持しており、県内の雇用環境は良好である。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋10で前回調査の

＋9から1ポイントの改善、非製造業は＋5で前回調査
の＋13から8ポイントの悪化となった。 
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「増加」とする企業

が28％、「減少」とする企業10％でＢＳＩは＋18と現状
から11ポイントの改善となり、県内の雇用環境は先行
きについても良好に推移するとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋16で現状から6ポイン

ト、非製造業は＋19で14ポイントの改善となっている。

●経営上の問題点（複数回答）の推移
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人材・人手不足
仕入原価上昇

売上・受注不振
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